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■マイナンバーの利用で省略が
　可能となる社会保険の手続き
■業種別にみる企業の
　年間休日総数
■業種別のソーシャルメディア
　サービス活用状況

■小規模宅地等の特例が改正
　50％減額は「3年」貸付が必要に

平昌冬季五輪･･･史上最多のメダルを獲得した日本選手団！感動と感謝の気持ちでいっぱいです。
ちょうど大会真最中、かつての金銀メダリスト・古賀稔彦氏と食事をしていました。｢4年に1度の
大舞台で、金メダルを取るのは、いったいどういう気持ちなのか?｣｢どれほどの精神力で、4年間を
走り続けてきたのか?｣｢惜しくもメダルを逃した選手は、どんな想いで帰国し、次の4年間を過ごし
て｣｢その後の人生は、どう築いていくのだろうか?｣五輪後、医学博士まで取得し、大学教授として
女子柔道部総監督を務める古賀氏。日本中が応援して、歓声が届かなくなった後の長い人生も活躍
してもらえる人生を支えていく。東京五輪に向けて、古賀氏とともにそんな取組を始めています！
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小規模宅地等の特例が改正
50％減額は「3年」貸付が必要に

貸付事業用宅地等の範囲の見直し

小規模宅地等の特例
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平成30年度税制改正大綱が平成29年12月22

日に閣議決定されました。今回はこの閣議決

定された大綱のうち、小規模宅地等の特例の

改正から、「貸付事業用宅地等の範囲の見直

し」をピックアップしてお届けします。

被相続人等の住まいや事業に利用していた

土地を相続（遺贈を含む。以下同じ）により

取得したときに、これらの土地をそのまま評

価して相続税を課すことは、この土地を継続

して生活や事業として利用することを阻害す

る要因になりえます。そのためこれらに対す

る配慮として、一定の要件に該当する場合に

は、次ページの利用区分別に評価額を最高8

割まで減額してもらえる制度があります。こ

れを「小規模宅地等の特例」といいます。

今回、平成30年度税制改正大綱内で、この

小規模宅地等の特例についての見直しがいく

つか挙げられています。そのうち以下の貸付

事業用宅地等の範囲の見直しがありました。

貸付事業用宅地等とは、相続開始直前に

“貸付事業”として利用されていた宅地等の

うち、次ページ「貸付事業用宅地等の要件」

の区分に応じた要件全てを満たす被相続人の

親族が相続により取得したものをいいます。

この場合における「貸付事業」とは、“不動

産貸付業”“駐車場業”“自転車駐車場業”

及び、事業と称するに至らない不動産の貸付

その他これに類する行為で相当の対価を得て

継続的に行う「準事業」をいいます。具体的

には、父からコインパーキングの宅地を相続

により取得し、継続してその貸付を行ってい

る場合のその宅地が貸付事業用宅地等に該当

します。

貸付事業用宅地等に該当した場合には、

200㎡を上限に5割の減額が受けられます。

[⼩規模宅地等の
特例適⽤]

評価額

評価額
最高8割
減額

貸付事業⽤宅地等の範囲から、相続開始前3
年以内に貸付事業の⽤に供された宅地等
（相続開始前3年を超えて事業的規模で貸
付事業を⾏っている者が当該貸付事業の⽤に
供しているものを除く。）を除外する。

（注）上記の改正は、平成30年4月1日以
後に相続により取得する財産に係る相続税につ
いて適⽤する。ただし、同日前から貸付事業の
⽤に供されている宅地等については適⽤しない。

父

貸付事業⽤宅地等

→（相続）→ 子

【例】

【計算例】貸付事業⽤宅地等に該当する場合
前提：宅地の評価額…3,000万円、面積…300㎡

⼩規模宅地等の特例による減額：
3,000万円 × 200㎡／300㎡ × 50％
＝1,000万円
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改正が適用されないケースを確認

参考：⼩規模宅地等の特例 －減額割合と貸付事業⽤宅地等の要件－

今回の見直しは、相続開始直前に評価額を

引下げる“行き過ぎた節税行為”を防ぐため

といわれています。そのため括弧書きで、一

定期間事業的規模で貸付事業を行っている者

が除外されている他、経過措置として改正の

適用開始日である“平成30年4月1日”前から

貸付事業用宅地等としている場合には、この

改正を適用しない旨が記載されています。

なお、最終的な改正内容は、実際の改正法

令等で確認する必要があります。

参考：国税庁HP タックスアンサー「No.4124 相続した事業の⽤や居住の⽤の宅地等の価額の特例（⼩規模宅地等の特例）」より

区分

事業承継要件 その宅地等に係る被相続⼈の貸付事業を相続税の申告期限までに引き継ぎ、かつ、その申告
期限までその貸付事業を⾏っていること。

保有継続要件 その宅地等を相続税の申告期限まで有していること。

事業継続要件 相続開始の直前から相続税の申告期限まで、その宅地等に係る貸付事業を⾏っていること。

保有継続要件 その宅地等を相続税の申告期限まで有していること。

特例の適⽤要件

被相続⼈の貸付事業の⽤
に供されていた宅地等

被相続⼈と生計を一にして
いた被相続⼈の親族の貸付
事業の⽤に供されていた宅
地等

○貸付事業⽤宅地等の要件

○利⽤区分別減額割合（平成27年1月1日以後相続開始分）

要件 限度面積 減額割合

特定事業⽤宅地等に該当する宅地等 400㎡ 80%

特定同族会社事業⽤宅地等に該当する
宅地等 400㎡ 80%

貸付事業⽤宅地等に該当する宅地等 200㎡ 50%

一定の法⼈に貸し付けられ、その法⼈
の貸付事業⽤の宅地等 貸付事業⽤宅地等に該当する宅地等 200㎡ 50%

被相続⼈等の貸付事業⽤の宅地等 貸付事業⽤宅地等に該当する宅地等 200㎡ 50%

特定居住⽤宅地等に該当する宅地等 330㎡ 80%

　・限度面積…貸付事業⽤宅地等と他の⼩規模宅地等の特例を併せて選択する場合には、一定の公式に従い限度面積を判断します

相続開始直前における宅地等の利⽤区分

被相続⼈等
の事業の⽤に
供されていた
宅地等

貸付事業以外の事業⽤の宅地等

貸付事業⽤
の宅地等

一定の法⼈に貸し付けられ、その法⼈
の事業(貸付事業を除く)⽤の宅地等

被相続⼈等の居住の⽤に供されていた宅地等

（⽤語の定義・留意点）
　・被相続⼈等…被相続⼈又は被相続⼈と生計を一にしていた被相続⼈の親族
　・宅地等…⼟地又は⼟地の上に存する権利で、一定の建物又は構築物の敷地の⽤に供されているもの
　　　　　　　（棚卸資産及びこれに準ずる資産に該当しないもの）

　・一定の法⼈…相続開始直前において被相続⼈及び被相続⼈の親族等が法⼈の発⾏済株式の総数又は出資の総額の50％超を有している
　　　　　　　　　　場合におけるその法⼈（相続税の申告期限において清算中の法⼈を除く）
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マイナンバーの利用で省略が
可能となる社会保険の手続き

oumu informationR

昨年11月13日よりマイナンバー情報連携の本格運用が開始されました。情報連携では、専用

のネットワークシステムを用いて、異なる行政機関の間でマイナンバーから生成された符号

をもとに情報のやり取りをし、行政の各種事務手続きで提出する必要があった書類を省略す

ることができます。そこで、情報連携により変化する社会保険の手続きを確認しておきま

しょう。

すでにリストを返送した事業所もあるかと思いますが、対応されていない事業所はマイナ

ンバーを利用できるメリットを踏まえた上で、早めに対応するようにしましょう。なお、全

被保険者のマイナンバーの結びつけができた事業所には、リストは送付されません。

News letter March 2018 issue

日本年金機構でのマイナンバー利用

社会保険の分野においても、マイナンバー

の情報連携の本格運用により、すでに次のよ

うな手続きについて、それぞれ次の書類の提

出を省略することができます。

これまで社会保険の届出に関してマイナン

バーの利用が延期されてきた日本年金機構で

は、平成30年3月からの利用開始に向けて、

現在、被保険者（※）の基礎年金番号にマイ

ナンバーを結びつける作業が行われています。

その中で、日本年金機構が管理している情

報（氏名、性別、生年月日、住所）と住民票

の情報が相違している等の理由により、日本

年金機構においてマイナンバーの確認ができ

ない状況が発生しています。そのため、確認

ができない被保険者がいる事業所へ、平成29

年12月中旬以降、「マイナンバー等確認リス

ト」（以下「リスト」）が送付されています。

リストが送付された事業所では、確認対象と

なっている被保険者のマイナンバーを確認し、

リストに記入するとともに返送手続きを行う

ことになります。事前にこの手続きを行うこ

とで、今後の事業者側の手続きや管理の手間

が省略できることとなるため、確実に行って

おきたいものです。

日本年金機構でマイナンバーの利用が開始

されると、健康保険組合と同様に氏名変更届

の提出が省略できるほか、引越しをしたとき

の住所変更届の提出も省略できることとなり

ます。

なお、現状でも年金に関しては、マイナン

バーを利用することで相談や年金記録の照会

が可能です。今後はこれらに加え、年金請求

時に必要だった住民票や所得証明書等の添付

が不要になる予定です。

申請者 手続き内容 省略書類
協会けんぽに
加入している
被保険者
（一部の⼈
を除く）

⾼額療養費
等の申請

（非）課税
証明書の添
付書類

健康保険組
合に加入して
いる事業所

被保険者の
⽒名変更の
届出

⽒名変更届

※被保険者とは、全被保険者（厚生年金保険
被保険者）および被扶養配偶者（国民年金第3
号被保険者）をいいます。

すでに省略可能となっている書類

今後省略が可能となる手続き
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業種別にみる企業の年間休日総数

「働き方改革」が進められる中、企業においても働き方に関する社内制度の見直しが必要になる

ことが出てくるでしょう。ここでは、自社の現状把握のための参考資料として、業種別に年間休

日に関するデータをみていきます。

K eiei information

100～109日の割合が最も高い 120日を上回る業種も

（※）厚生労働省「平成29年就労条件総合調査の概況」
日本標準産業分類に基づく16大産業に属する常用労働者が30人以上の民営企業を対象に、産業、企業規模別に一定の方

法により抽出した企業を客体として、29年1月1日現在の状況について、年間については、平成28年1年間の状況について
調査を行っています。詳細は次のURLのページから確認いただけます。
http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/17/index.html
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平成29（2017）年12月に発表された調査結

果（※）によると、調査対象企業全体（以下、

全体）の28年の1企業平均年間休日総数は

108.3日で、27年より0.3日増加しました。労

働者1人平均年間休日総数は113.7日で、27年

より0.1日少なくなりました。年間休日総数階

級別では100～109日の割合が34.2％で最も高

く、120～129日が27.7％で続いています。100

～129日までの階級の企業割合が高いことがわ

かります。

年間休日総数階級別の割合を業種別にみる

と、120～129日が最も高い業種が多く、次い

で100～109日が多くなりました。1企業平均年

間休日総数は全体の108.3日を上回ったのが9

業種で、労働者1人平均年間休日総数が全体の

113.7日を上回ったのが8業種となりました。

平均年間休日総数が120日を越える業種がある

一方で、100日を下回る業種もみられます。

貴社の年間休日総数は、業界平均と比較し

てどの程度だったでしょうか。

69日
以下

70〜
79日

80〜
89日

90〜
99日

100〜
109日

110〜
119日

120〜
129日

130日
以上

1企業平均
年間休日

総数

労働者1⼈
平均年間
休日総数

全体 1.2 3.5 6.0 9.9 34.2 16.1 27.7 1.2 108.3 113.7
鉱業,採⽯業,砂利採取業 - 0.7 7.8 15.6 45.5 14.8 15.6 - 105.8 110.2
建設業 1.4 2.8 18.5 14.5 30.6 7.4 23.3 1.5 104.7 113.1
製造業 - 0.7 3.4 9.3 28.2 28.4 29.6 0.5 111.7 117.8
電気･ガス･熱供給･水道業 - 2.4 1.2 2.4 10.8 21.3 61.4 0.5 117.0 120.8
情報通信業 0.2 - - 0.8 8.0 10.0 79.8 1.3 121.1 121.7
運輸業,郵便業 2.1 10.6 13.7 21.4 33.4 5.0 12.5 1.4 99.3 104.3
卸売業,⼩売業 1.8 2.7 6.1 12.2 41.3 11.4 23.1 1.3 106.3 111.5
⾦融業,保険業 - 0.4 0.4 - 3.3 6.0 88.2 1.8 121.2 121.0
不動産業,物品賃貸業 1.2 0.3 6.5 11.6 28.8 9.4 39.5 2.8 110.8 114.3
学術研究,専門・技術サービス業 - - - 2.5 16.1 11.8 69.3 0.3 118.8 120.8
宿泊業,飲食サービス業 5.2 15.3 9.6 12.0 42.8 8.1 5.8 1.2 97.7 102.0
生活関連サービス業,娯楽業 2.6 7.9 10.4 12.5 47.0 3.7 15.9 0.1 101.7 103.0
教育,学習支援業 0.1 3.0 5.7 5.0 26.2 17.5 30.0 12.6 113.8 116.1
複合サービス事業 0.5 0.5 3.4 13.7 14.8 16.0 50.1 0.9 113.0 122.6
サービス業（他に分類されないもの） 1.5 1.3 6.3 5.3 34.6 13.7 36.3 1.0 110.3 112.3

厚生労働省「平成29年就労条件総合調査の概況」より作成

業種別 年間休日総数階級別企業割合等（％、日）
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業種別のソーシャルメディア
サービス活用状況

昨年の新語・流行語大賞に「インスタ映え」が選ばれるなど、SNSをはじめとしたソーシャル

メディアサービスの活用が盛んです。ここでは、企業のソーシャルメディアサービス活用状

況とその目的をみていきます。

T newsI

20％を超えた活用企業割合

紹介や宣伝での活用割合が高い

News letter March 2018 issue

（※）総務省「通信利用動向調査」
全国の世帯（全体、構成員）および公務を除く産業に属する常用雇用者規模100人以上の企業を対象に、毎年行われてい

るサンプル調査です。ソーシャルメディアとは、ブログやソーシャルネットワーキングサービス（SNS）、動画共有サイト
など、利用者が情報を発信し、形成していくメディアをいいます。詳細は次のURLのページから確認いただけます。
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05.html

人手不足の状況が続く中、人材採用のためにソーシャルメディアサービスを活用する企業
は、今後も増えることが予想されます。まだ活用していない企業も、今後の利用を検討され
てはいかがでしょうか。

総務省の調査結果（※）から、業種別に回

答企業のソーシャルメディアサービス活用割

合の推移をまとめると、表1のとおりです。

全体では平成27年に20％を超えました。業

種別にみると、卸売・小売業、金融・保険業、

不動産業、サービス業、その他の活用割合が

高く、24年以降はいずれも全体の活用割合を

超えています。中でも卸売・小売業と金融・

保険業は、活用割合が毎年高まっています。

次に、28年のソーシャルメディアサービス

活用企業における活用目的をまとめると、表

2のとおりです。全体では商品や催物の紹介、

宣伝の割合が66.8％で最も高くなりました。

次いで、定期的な情報の提供が57.8％となっ

ています。業種別にみると、運輸業と金融・

保険業では、定期的な情報の提供の割合が、

その他の業種では、商品や催物の紹介、宣伝

の割合が最も高くなっています。なお、建設

業や運輸業では、会社案内、人材募集での活

用割合が50％程度と高い状況です。

24年 25年 26年 27年 28年
全体 15.7 15.1 17.6 23.2 21.8
建設業 8.3 11.2 14.1 20.4 14.2
製造業 13.2 8.7 10.7 13.1 12.0
運輸業 4.5 8.6 10.1 14.0 13.6
卸売・⼩売業 17.6 18.8 22.6 25.5 28.9
⾦融・保険業 17.4 17.9 25.8 30.5 33.2
不動産業 34.2 28.1 32.2 38.5 32.3
サービス業、その他 20.2 20.4 22.3 32.2 27.4

総務省「通信利⽤動向調査」より作成

【表1】ソーシャルメディアサービスの活⽤割合の推移（％）

マーケティング 商品や催物の
紹介、宣伝

定期的な情報
の提供

会社案内、⼈
材募集

消費者の評価・
意⾒の収集

その他

全体 23.5 66.8 57.8 35.4 14.3 5.4
建設業 17.2 58.0 57.9 49.9 13.2 4.3
製造業 21.3 58.2 46.6 26.7 16.6 8.0
運輸業 10.9 51.7 56.8 50.4 12.5 12.4
卸売・⼩売業 26.2 76.5 55.7 35.8 17.5 0.8
⾦融・保険業 32.0 69.7 73.3 30.0 16.0 7.9
不動産業 33.1 79.4 49.3 23.6 20.4 6.2
サービス業、その他 23.7 65.4 62.8 35.8 11.4 6.6

総務省「通信利⽤動向調査」より作成

【表2】ソーシャルメディアサービス活⽤企業における活⽤目的（複数回答、％）
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１．国外財産調書の提出

２．財産債務調書の提出

３．確定申告の税額の延納の届出書

４．個人の青色申告の承認申請

５．所得税の更正の請求

６．無期限転換ルールのスタート

今月は、個人の確定申告期限であると同時に、3月決算の会社にあっては、年度最終時期で
す。もれのないよう処理をしましょう。

お仕事備忘録
2018年3月

１．国外財産調書の提出

居住者（非永住者以外の居住者に限られます。）が、その年の12月31日時点で、総額5,000万円を超え
る国外財産を有している場合には、必要事項を記載した「国外財産調書」をその年の翌年3月15日までに
提出しなければなりません。

２．財産債務調書の提出

平成27年度税制改正で財産及び債務の明細書が見直され、「財産債務調書」の提出が求められる制度が
施行されています。これにより、従来の「その年分の所得金額が2,000万円超であること」に、“かつ、
「その年の12月31日において有する財産の価額の合計額が3億円以上であること、又は、同日において有
する国外転出をする場合の譲渡所得等の特例の対象資産の価額の合計額が1億円以上であること」”が加
わっています。提出期限は、その年の翌年3月15日です。

３．確定申告の税額の延納の届出書

確定申告書の所定の欄に延納税額を書いて提出することにより、その税額につき延納することができま
す。
ただし、納付すべき所得税額の1/2相当額以上を納付期限までに納付することが条件のため、延納申請

できる税額は、納付すべき所得税額の1/2相当額未満となります。
なお、納付期限は3月15日、延納期限は納付した年の5月31日です。

４．個人の青色申告の承認申請

個人の青色申告の承認申請は、原則として青色申告をしようとする年の3月15日までに提出します。た
だし、1月16日以降に新規業務を開始する場合は、業務開始日から2ヶ月以内の申請となります。

５．所得税の更正の請求

確定申告を提出し、その申告期限後に計算の誤り等がある場合について一定の場合には、次の期間に限
り、誤った申告額の訂正を求める更正の請求ができます。

１．平成23年12月2日より前に法定申告期限が到来する国税の場合
（１）通常申告・・・・申告期限（3月15日）から1年以内
（２）還付申告・・・・提出日から1年以内

２．平成23年12月2日以後に法定申告期限が到来する国税の場合
（１）通常申告・・・・申告期限（3月15日）から5年以内
（２）還付申告・・・・提出日から5年以内

６．無期限転換ルールのスタート

平成30年4月1日から、改正労働契約法により、有期労働契約が繰り返し更新されて通算5年を超えたと
きは、労働者の申込みにより期間の定めのない労働契約に転換されることになります。平成25年4月の施
行から5年を迎える平成30年4月以降、実際に該当者が多く発生するため、対象者の把握と対応が必要で
す。
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確定申告期限であると同時に、3月決算会社は年度末

です。また、4月入社の準備等に追われる時期でもあり

ます。もれのないようにスケジュールを立てましょう。

2018.3

お仕事
カレンダー

日 曜日 六曜 項 目

1 木 友引

2 金 先負

3 土 仏滅

4 日 大安

5 月 赤口

6 火 先勝
啓蟄

7 水 友引

8 木 先負

9 金 仏滅

10 土 大安

11 日 赤口

12 月 先勝
●源泉所得税・復興特別所得税・住民税特別徴収分の納付（2月分）
●一括有期事業開始届（建設業）届出

13 火 友引

14 水 先負

15 木 仏滅

●確定申告の提出期限（所得税、住民税）、所得税納付期限（現金納付）
●国外財産調書・財産債務調書の提出期限
●確定申告の税額の延納の届出期限
●所得税の総収入金額報告書提出期限
●個人の青色申告の承認申請期限（1月16日以降新規業務開始を除く）
●贈与税の申告の提出・納付期限

16 金 大安

17 土 友引

18 日 先負

19 月 仏滅

20 火 大安

21 水 赤口
春分の日
春分

22 木 先勝

23 金 友引

24 土 先負

25 日 仏滅

26 月 大安

27 火 赤口

28 水 先勝

29 木 友引

30 金 先負

31 土 仏滅

●健康保険・厚生年金保険料の支払（2月分）（4月2日期限）
●個人事業の消費税確定申告の提出期限、納付期限（現金納付）（4月2日期限）
●有害物ばく露作業報告書の提出（4月2日期限）
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